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評価項目１ ミッションの実現に向けた研究の推進 

評価基準１ 研究活動の実施体制の整備と改善 

○ 研究活動の実施体制が全学的な組織として整備されると共に、研究の推進や支援にかかる組

織的な体制がＰＤＣＡサイクルにしたがって適切に運営・改善され、機能している。 

 

１ 分析 

［基準に係る状況］ 

（１）教育総合研究所のこれまでの経緯 

 教育総合研究所は、教員養成に関する研究推進の機能強化を図るために、教育に関する理論、

実践及び学際的研究並びに指導を行うことを目的とした「教育実践総合センター」と、障害者に

関する研究成果を臨床教育の実践に役立てることを目的とした「特別支援教育センター」を統合

し、平成 24 年 11 月に設置したものである（別添資料１－１－１）。この組織再編の趣旨は次の

２点である。 

・ これまで個々に対処してきた教育実習や、地域との連携・学内連携事業などに共同でアプロ

ーチすることを容易にする。 

・ 教員養成機能の充実、学内外の今日的な教育課題や重点・融合領域の課題等に関する研究の

推進、現職教員の再教育・継続教育（研修）への貢献や地域の教育・文化の発展への貢献など

の機能強化を目指す。 

  

この趣旨に照らして教育総合研究所が設置された第２期中期目標・中期計画期間（以下、「第

２期」と略記する）においては、「教育実践研究部門」「人権・同和教育研究部門」「高等教育研

究部門」「特別支援教育研究部門」「重点・融合領域研究部門」の５つの研究部門を置き、研究部

門毎に公募型の研究プロジェクトを進めてきた。 

 また、本学が九州の教員養成の拠点としての役割を担うというミッションの再定義に関わって、

第３期中期目標・中期計画期間（以下、「第３期」と略記する）においては、教育総合研究所の

研究プロジェクトが本学の研究で重要な位置を占めることとなった。この要請に応えるために、

第３期においては公募による研究プロジェクトの規模を縮小し、中期目標・中期計画の達成に資

する研究プロジェクトを優先的に実施していくこととした。これに伴い、教育総合研究所のプロ

ジェクトを次の３つのカテゴリで区分けすることとした。 

Ａプロジェクト：第３期中期目標・中期計画に掲げられているプロジェクト 

Ｂプロジェクト：文部科学省初等中等教育局の調査研究事業など、ミッションの再定義に結びつ

く研究プロジェクト 

Ｃプロジェクト：公募によるプロジェクト 

  

（２）教育総合研究所の研究プロジェクトの実施体制の強化 

（１）で述べたような要請に応える研究プロジェクトの遂行を支援するために、第３期では、

教育総合研究所の体制整備を以下のとおり進めてきた。 

＜平成 27年度末＞ 

 ・ 研究部門に「九州教育研究連携・共同部門」を新たに設置した。 
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＜平成 28年度＞ 

 ・ 専任教員（礒部年晃准教授）を配置し、後述する教員育成指標モデルに関する研究などを

行った。 

 ・ 第３期中期目標・中期計画において、本学の大学院を全国をリードする大学院へと改革す

る研究支援組織として、「高度研究者支援室（仮称）」を設置することが掲げられ、平成 28

年度にこれを設置した（別添資料１－１－２、別添資料１－１－３）。 

＜平成 29年度＞ 

 ・ 「高度研究者支援室」に、研究支援コーディネーターを配置し、教職大学院に関連するプ

ロジェクト支援などを行っている。 

 

 「九州教育研究連携・共同部門」は、ミッションの再定義に伴って設置したものである。この

部門の研究を遂行するために、専任教員及び研究支援コーディネーターを配置し、高度研究者支

援室が、ＡプロジェクトやＢプロジェクトの研究者支援や教育総合研究所主催の各種イベントの

準備等を行うことで、研究プロジェクトの推進に寄与している。 

 Ａプロジェクト、Ｂプロジェクトの推進の重点化に伴い、第３期のＣプロジェクトについては

全部門での公募を差し控え、教育総合研究所が研究テーマの大枠を示した上で公募することとし

た。この見直しは、第２期のプロジェクトにおいて、旧教育実践総合センターに深く関わるやや

内向きの研究テーマが散見されたことの反省を踏まえたものである。研究テーマの大枠を示した

公募方式により、本学のミッションや中期目標・中期計画の実現に資する研究テーマとなること

を担保しつつ、共同研究者が一定の自主性を発揮する形で研究を遂行できる体制としている。 

 

（３）教育総合研究所の施設整備 

 第３期からの教育総合研究所における研究推進業務を進めるため、執務スペース、打合せスペ

ース、研究スペースを整備した。平成 27 年度末に、旧情報システム館２階を改修し、教育総合

研究所の事務を担当する連携推進課(研究支援担当)の執務スペースとそこに隣接する打合せス

ペースを整備した。平成 28 年度には、大学院棟２階に、専任教員の研究室とそこに隣接する共

同研究室を整備した。また、教育行政や学校教育関係者との共同研究も増えてきたことから、外

部の方と打合せを行う会議室（応接スペース）も整備した。 

 

資料１－１－Ａ：教育総合研究所に関係する施設配置図 
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 外部資金獲得による研究推進については、第３期から科研費の獲得推進・向上を主眼とする個

人研究の支援を研究開発推進室が担い、教育総合研究所においては、ミッションの達成に結びつ

くチーム研究を推進することとしている。第３期より、文部科学省初等中等教育局や独立行政法

人教職員支援機構の委託調査研究事業の受託による研究プロジェクトが進められている。 

 

（６） 教育総合研究所の研究成果 

 研究プロジェクトの成果については、学内外に発信しており、第３期

における主たる成果として次のものがあげられる。 

 

○ 平成 28 年度「総合的な教師力向上のための調査研究事業」におい

て、「校長及び教員としての資質の向上に関する指標」のモデル作成の

調査研究を行い、成果物として『校長及び教員としての資質の向上に

関する指標策定ガイドブック』（全 13 ページ）を作成し、全国の都道

府県・政令指定都市の教育委員会に冊子を送付するとともに本学の公

式ホームページや教育総合研究所のホームページに掲載した。（公式ホ

ームページ：https://www.fukuoka-edu.ac.jp/news/archives/545）そ

の効果については独立行政法人教職員支援機構のアンケート調査によ

り、８つの自治体において指標策定に役立てている旨回答があるなど、

各教育委員会で活用されている。                         

○ 同プロジェクトで策定した「指標モデル」には養成期も含まれており、授業改善に資するこ

とを目的に本学教員に配付した（別添資料１－１－６）。また、教育向上推進室に「指標モデル」

に照らしたカリキュラムの検討を依頼した（別添資料１－１－７）。 

○ 同プロジェクトにおいて、九州各県の教育委員会関係者と福岡県内の教員養成機能を有する

大学の研究者で構成される「九州地区教員育成指標研究協議会」を立ち上げた。その後、本協

議会は、平成 29 年度「教員の養成・採用・研修の一体的改革推進事業」において、九州全域

の教員養成学部を有する国立大学や政令指定都市である熊本市教育委員会の参画を得て、「九

州地区教員養成・研修研究協議会」へと発展的に継続した。その効果についてはこの協議会の

参加者から、「九州各県の現状を知ることができありがたく、また大学・教育委員会との連携

を深める機会でもあり、定期的に開催していただきたい。」等、継続開催を望む声が多数寄せ

られており、平成 30 年度の研究プロジェクトに継続されるとともに、この取組が本学の組織

整備要求の素地となり、「九州教員研修支援機構（仮称）」の設置構想に結びついたところであ

る。 

  「九州教員研修支援機構（仮称）」については、国立大学協会九州地区支部会議等で学長・

教育学部長により、趣旨説明を行い協力を要請している。また、設置準備室を平成 30 年１月

に設置し取組内容について検討するとともに、九州各地区国立大学等の教員養成機能を有する

大学、及び九州地区各県・各政令指定都市の教育委員会を担当理事等が訪問し、趣旨説明・参

画案内・意見交換を進めている。 

○ 平成 28 年度「遠隔授業システムを活用した研修等の改善に関する研究」において、遠隔授

業システムを用いた研修実施の条件整備や研修内容の適否を精査し、継続的な事業として福岡

資料１－１－Ｆ： 

校長及び教員としての資質の向上に 

関する指標策定ガイドブック 
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市教育センターのグループ研修の円滑な実施に寄与している。 

○ 平成 29年度「教員の資質向上のための研修プログラム開発支援事業」「学力調査を活用した

専門的な課題分析に関する調査研究」において、全国学力・学習状況調査の結果分析ツールを

開発し、各学校の課題解決に資する研修モデルを提案・試行し、活用されてきている。学力分

析ツールについては教育総合研究所のホームページで公開しており、平成 30年３月時点で 545

アクセスあったことが確認されている（別添資料１－１－８)。 

○ 平成 28・29 年度「教育実習時における聴覚障害学生のサポートニーズの検討～学生が求め

るニーズと実習校が求めるニーズの検討～」（Ｃプロジェクト）において、研究の成果物『大

学教員・実習担当者のための障害学生修学支援ミニガイド―場面別配慮点―』を関係機関に配

付した。 

 

《必要な資料・データ等》 

資料１－１－Ａ：教育総合研究所に関係する施設配置図 

資料１－１－Ｂ：研究プロジェクト実施数の推移 

資料１－１－Ｃ：研究プロジェクトの参画者数の推移 

資料１－１－Ｄ：教育総合研究所研究プロジェクトに配分された経費一覧 

資料１－１－Ｅ：外部資金による教育総合研究所研究プロジェクト（Ａ・Ｂプロジェクト） 

資料１－１－Ｆ：校長及び教員としての資質の向上に関する指標策定ガイドブック 

 

別添資料１－１－１：福岡教育大学教育総合研究所運営規程 

別添資料１－１－２：福岡教育大学教育総合研究所に設置する高度研究者支援室に関する細則 

別添資料１－１－３：研究推進体制（平成 28年度第 10回教育総合研究所運営委員会資料） 

別添資料１－１－４：研究プロジェクト一覧表（平成 26～30年度） 

別添資料１－１－５：第３期中期目標期間における外部研究資金獲得の方策 

別添資料１－１－６：『校長及び教員としての資質の向上に関する指標策定ガイドブック』教員

配付の文書(平成 29年 7 月 26日) 

別添資料１－１－７：教育向上推進室へのカリキュラム検討依頼文書(平成 29年 7月 31日) 

別添資料１－１－８：学力分析ツールのホームページの画面及びアクセス記録 

 

（基準の達成状況についての自己評価：Ｃ…達成しているが問題・課題がある。） 

 教育総合研究所では、教員養成大学で取り組むべき研究を推進するために、各研究部門におい

て、チーム体制を重視し公募してきた。第３期に入り、本学のミッションや中期目標・中期計画

に応えるための研究プロジェクトを遂行するために、第２期のプロジェクト研究の内容、実施体

制、公募の方法を見直し、Ａ～Ｃの３つのタイプのプロジェクトを推進することとした。文部科

学省教職員課等の公募事業による外部資金も獲得しつつ、本学教員はもとより他大学の研究所や

学校関係者の参画も得て、一定の研究成果が得られている。 

これらのことから、研究活動の実施体制が全学的な組織として整備されると共に、研究の推進

や支援にかかる組織的な体制がＰＤＣＡサイクルにしたがって適切に運営・改善され、機能して

いると自己評価するが、研究体制や研究環境の整備について改善を要する点がある。 
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２ 優れた点 

○ 第２期において確立された公募制による研究プロジェクトの推進に加え、第３期はミッショ

ンの達成に資する課題に重点化して、プロジェクト研究を推進する体制に強化し、プロジェク

ト研究が量的、質的に充実してきている。 

○ 第３期より、学長裁量経費の重点配分に加え、文部科学省初等中等教育局や独立行政法人教

職員支援機構の委託研究などへの申請・採択による外部資金を獲得しながら研究が推進されて

きている。 

 

３ 改善を要する点 

○ 教育政策への対応や学校教育の課題解決に資するための研究プロジェクトへの要請に対応

するために、専任教員の増員が求められる。 

○ 教育総合研究所の研究スペース、執務スペース、打合せスペースが分散していることに加え

て、本学に設置予定の九州教員研修支援機構（仮称）との連携や、今後の専任教員の増員を勘

案すれば、より効率的に研究が遂行できる環境整備が必要である。 

○ 本学の大学院改革の動向に即して、「高度研究者支援室」という組織の在り方や業務内容等

が早急に見直される必要がある。 
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 それに対して、「教員養成機能の強化及び学校現場の課題解決に資する実践的研究での判断基

準」（以下、「教員養成等関連基準」と略記）を適用した研究評価については、研究状況の把握と

ともに、現在のところ十分に深めることができておらず、早急に取り組まなければならない検討

課題となっている。そこで、研究開発推進室では、平成 30年 6月 27日付けでアンケートを実施

した（別添資料１－２－３）。アンケート回答者は 50名であった。 

 以下②③でアンケート結果の考察を行うが、研究活動のカリキュラムへの反映という点におい

て、教員の研究分野の授業内容に反映されていると回答されたものが多くあった。しかし、その

反映されている内容が、質の高い教員養成に結びつくものであるか、またカリキュラム全体のバ

ランス・構成が養成段階における資質能力の涵養に結びつくものであるか、等については、教育

向上推進室やカリキュラム委員会等、カリキュラム全体や教職指導について所掌する組織におい

て、今後分析・検討が行われていくものである。 

 

② アンケート質問１についての考察 

アンケートの質問１は、「これまでの研究業績（総説・解説、調査報告書も可）の中で、『教員

養成等関連基準』に照らして、SS、S、A、B のいずれかにあたると判断できるものを挙げて下さ

い。そして、この研究成果を本学の教員養成カリキュラム（授業を含む）に還元している場合は

右欄に述べて下さい。」というものであった。回答を通覧してみて、教員養成等関連基準に基づ

く「実践的意義」に位置づけられる研究の推進及びそのカリキュラムへの反映についての傾向と

課題について、次の３点があげられる。 

 

１） 「実践的意義」に位置づけられる研究の推進については、教員の研究分野によって濃淡が

あること。また、研究内容のカリキュラム(授業を含む)への反映が顕著であること。 

 

教科教育担当教員及び教育学、教育心理学、特別支援教育等の担当教員の中で、数多くの業

績を回答した場合があり、これらは、「学術的意義での判断基準」との重複が見られ、また、以

下の例のように、自身の担当している教員養成科目に研究成果を活用していると回答している。 

 

（例１）Ａ教員 「実践的意義」の研究業績として 37 件を回答。その全てで、自身の担当する

教科の教科教育関係の免許教科にて成果を活用していると回答。 

（例２）Ｂ教員 「実践的意義」の研究業績として 20 件を回答。教師教育（17 件）および教科

教育（３件）の授業に活用していると回答。 

（例３）Ｃ教員 「実践的意義」の研究業績として 30件を回答。「授業で直接的に論文内容に言

及している」あるいは「授業でこうした背景をふまえて講義している」と回答。 

 

 教科教育学や教育学、心理学、特別支援教育分野等、「学術的意義」と「実践的意義」の重複

が見られる分野の研究者については、ミッションの再定義を踏まえ､実践的意義での研究の拡充

とそのカリキュラムへの反映が求められてくるため、多忙化が懸念されるところである。 

 

２） 教科専門分野の教員の研究について、各教科等の内容を支える背景学問分野としての視座

に立った研究の推進や、教育委員会事業や附属学校との共同研究等の関わりによる研究の推
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進により、「実践的意義」を意味づけ、カリキュラム(授業を含む)への反映がなされている

ものがみられること。また、教科教育と教育専門とを架橋・融合する研究推進の方向性が示

唆されていること。 

 

以下の回答に見られるように、教科専門担当教員の中で、「教員養成等関連基準」を拡大解釈

して、教科専門にかかる研究業績が教員養成機能の強化や学校現場の課題解決に資すると見て

評価するとともに、自身が担当する教科専門科目（小専科目を含む）に（当然ながら）活用し

ていると回答している。その一方で、教師教育に関する科研費研究や福岡県重点課題研究、本

学の連携事業、そして三附属中共同研究等に関わったりする中で、「教員養成等関連基準」に照

らして評価できる実績報告書等を作成している場合がある。また、教科内容の学会に積極的に

参加する等して、教科教育と教科専門との融合を研究しようとする場合もある。 

 

（例４）Ｄ教員 「実践的意義」の研究業績として 27 件を回答。（講師、助言等の実績は除く）

その中に、科研基盤（Ｂ）「教員養成、現職教員の協働によるアクション・ラー

ニング研修プログラムの開発」実績報告書、附属中学校における大学教員の授業

実践報告書、福岡教育大学連携事業報告書、福岡県重点課題研究指定・委嘱校研

究発表会要録、福岡教育大学・三附属中学校研究紀要があり、当該教科の教科専

門科目に止まらず、「教材開発研究」や「教職実践演習」等に活用していると回

答。 

（例５）Ｅ教員 「実践的意義」の研究業績として８件を回答。その中に、「教科教育と教科専

門を融合した授業教材の作成演習」や当該の「教科存立と教員養成大学・学部に

おける教科内容学構築への試論」：これまでの「教科専門科目」は、どのように

したら「教科に関する専門的事項」になり得るかという日本教科内容学会のプロ

グラム・要旨集が含まれている。また、「学術研究の成果の一端を教員養成課程

の授業内容として再構成して授業実践を行った」や「教員養成カリキュラム改善

の試みをシミュレーションしている」と回答している。 

 

 教科専門分野の教員について、より「実践的意義」での研究が進められるような条件整備（研

究事業の展開、共同研究の推進拡充策の策定等）が必要であると思料される。 

 

３） 「実践的意義」に位置づけられる研究業績には、「学術的意義」と異なる研究成果物の形

態があり、それに応じた業績審査の尺度が必要であること。 

 

「総説・解説、調査報告書も可」としていたので、「学術的意義での判断基準」に照らすと著

書・論文にあたらず、「参考」と表記していたもの等が回答されている。上記のＤ教員の場合が

あてはまる。 

また、アンケートに付して、「教育実践への貢献というなら、実践家との共著こそ Sや SSに挙

げられるべきだと思いますが、共著はＡ以下確定なので釈然としない。」という意見があげられ

ており、「福岡教育大学における研究評価基準」（別添資料１－２－２）について、見直す必要が

ある。 
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③ アンケート質問２についての考察 

 アンケートの質問２は、「今後、本学内の競争的資金等を獲得できれば、『教員養成等関連基準』

に照らして、SS、S、A、B のいずれかにあたると判断できる研究業績（総説・解説、調査報告書

も可）を挙げることができると考える研究課題及び研究方法について述べてください。」という

ものであった。 

回答を通覧してみて、今後の「実践的意義」に位置づけられる研究推進のあり方について、当

該の教科の教科教育や教科専門の立場からの研究を提案している場合がほとんどであったが、教

科横断的な研究の提案も見られた。例えば、「教員養成大学・学部における教科内容構成及び『教

科に関する専門的事項』の開発に関するプロジェクト研究－学部授業における教科の教科内容と

教科の指導法の融合、教職大学院における教科内容構成の原理と応用、及び『複合科目』の開設

へのロードマップ作成とその試行的実施」というＥ教員による研究課題の提案である。これは、

学問体系に基づく研究ではなく、教科の理論と実践の往還を意図した研究課題であり、教科専門

と教科教育の研究者の共同研究として進められるものである。このような研究を促進する研究推

進体制の整備が今後必要となってくるであろう。  

このような研究課題は教科教育担当教員が中心的に関与すべきものであるが、アンケート回答

に「教科教育担当教員の多忙化によって『教員養成等関連基準』に照らした実践的研究の成果を

あげることが難しくなっていると感じます。」と指摘されているように、今後の「改善を要する

点」に挙げられる。 

 

《必要な資料・データ等》 

資料１－２－Ａ：科研費申請率の推移 

資料１－２－Ｂ：外部資金サポート経費獲得者数と翌年度以降の採択者数 

資料１－２－Ｃ：科研費採択件数（新規＋継続）及び配分額 

 

別添資料１－２－１：第３期中期目標期間における福岡教育大学の研究推進の基本方針 

別添資料１－２－２：福岡教育大学における研究評価基準 

別添資料１－２－３：「教員養成等関連基準」に照らした研究推進に関するアンケート 

 

（基準の達成状況についての自己評価：Ｃ…達成しているが問題・課題がある。） 

第２期において、研究活動を活性化するために研究推進支援プロジェクト等の事業を展開し､

科研費申請率の向上等の一定の成果をあげてきている。この取組を更新実施ししていくともに、

「第３期中期目標期間における福岡教育大学の研究推進の基本方針」を平成 29 年度に策定し、

教員養成機能の強化に資する研究及び学校現場の課題解決に資する研究の推進についての方向

性を示し、本学の取組について分析と検討を進めており、評価基準２について相応の取組がなさ

れていると判断できる。教員養成機能の強化に資する研究の強化は、カリキュラム（授業を含む）

への反映に結びつくものであり、ミッションの再定義に基づく教育研究の充実に向けて、課題と

なっている事項の改善を進めていきたい。 

 

２ 優れた点 

◯ ミッションの実現のために、第２期までは策定されていなかった「教員養成等関連基準」に
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照らした実践的研究を推進しようとしている。 

 

３ 改善を要する点 

◯ 「教育実践への貢献というなら実践家との共著こそ S や SS に挙げられるべきだと思う」と

いう声があり、「教員養成等関連基準」に照らした評価として適切なものに修正する。 

◯ 「教員養成等関連基準」に照らした研究業績を挙げている教員の多忙化が深刻になってきて

おり、学内で「教員養成等関連基準」に照らした研究業績を挙げる意欲と能力を有している多

くの教員による共同研究体制を確立する。 

○ 「第３期中期目標期間における福岡教育大学の研究推進の基本方針」は平成 29 年度に策定

されたばかりであり、その周知・浸透のため大学全体として手だてを講じる必要がある。 
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校の最も重要な使命の一つを教育実習であると考えているが、それを実施することにより、教育

実習生及び児童生徒の就学環境に不都合が生じることを避けなければならず、そのためには児童

生徒の一定の学習能力を確保することが望まれる。 

現状では小学校及び幼稚園では学力面のみにとらわれない、多様な観点での選考を行っており、

大きく変更を行う必要はないのではないかと思われる。しかしながら、中学校については、現状

では学力検査のみでの選考となっているため、面接を導入する等の方法により、学力のみでなく、

個性・能力・生育環境等を多角的な観点から選考するための方法を検討する予定としている。 

 

《必要な資料・データ等》 

資料２－１－Ａ：現在実施中の文部科学省教育研究開発事業等 

資料２－１－Ｂ：附属学校教員数 

資料２－１－Ｃ：附属学校の所蔵図書冊数一覧 

資料２－１－Ｄ：平成 29 年度附属学校関係会議のテレビ会議による実施状況 

資料２－１－Ｅ：平成 30 年度附属学校入学者選考実施状況 

 

別添資料２－１－１：附属学校概要 

別添資料２－１－２：附属学校の活用に関する基本方針 

別添資料２－１－３：国立大学法人福岡教育大学附属学校研究方針 

 

（基準の達成状況についての自己評価：Ｃ…達成しているが問題・課題がある。） 

 多様な幼児・児童・生徒の個性に応じ一人ひとりの資質・能力を確実に育成するという附属学

校のあるべき姿としての教育研究の実現に向けて、文部科学省教育研究開発事業等による研究活

動に取り組んだり、人的・物的環境の改善に取り組んでいるものの、それぞれの取組内容が、改

善を推進している過程にあり今後具体的成果が見込める段階のものや、今後具体的な検討を行い

決定していく必要があるものであり、関係機関との調整、予算確保等の課題が予想されるものも

あり、課題がある。 

  

２ 優れた点 

〇 現在各附属学校において、文部科学省等からの委託を受け、「資料２－１－Ａ 現在実施中

の文部科学省教育研究開発事業等」にあるような教育研究開発事業を実施し、先導的・実験的

な取り組みを行う「国の拠点校」及び地域の教員の資質・能力の向上や教育活動の推進に寄与

する「地域のモデル校」としての役割を果たすための研究活動に取り組んでいる。 

 

３ 改善を要する点 

○ 物的な環境整備については、附属学校運営経費の削減に伴い、予算的に目処のついたものか

ら段階的に行うにとどまっている。附属学校の長期的な運営ビジョンを明確にし、計画的に整

備を進めていく必要がある。 

〇 教育実習の実施の都合上、全く選考を実施せず抽選のみで入学者を決定することは問題があ

ると思われる。そのため、現行制度を大きく変更する必要はないと思われるが、中学校に関し

ては、学力検査に加えて、多角的な観点から選考するための方法の検討が必要である。 





 附属学校の在り方とその成果 

- 21 - 

また、本学における教員養成の質向上に資するため、本学が養成する人材像に関することやカ

リキュラムに関する事項等について学長の諮問に応じ意見を述べることを目的に設置している

｢福岡教育大学教員養成の質向上に関する諮問会議｣において、平成 28年度については、｢本学附

属学校における教育研究及び実習の充実に向けた取組方策について｣の諮問を学長より行い、平

成 29年２月 22日付けで答申を受けている（別添資料２－２－１）。 

答申では、具体的に以下の項目について検討、改善を求められている。 

・今後の附属学校の存在意義・役割、教育研究及び教育実習の在り方について 

（１）附属学校の存在意義・役割・期待 

①今後の各地域・学校の担い手に必要な実践力をはぐくむ 

②各地域・学校の教育課題の解決につながる知見を具体的な姿で提供する 

③現職教員をリフレッシュする 

（２）附属学校での教育実習の在り方 

（３）附属学校での教育研究の在り方 

・今後の附属学校の組織運営、研修の在り方について 

①附属学校の運営や業務の全体的な見直しについて 

②附属学校の管理運営について 

③附属学校の教職員について 

④附属学校の教職員の業務等の適正化について 

⑤附属学校の教職員の一層の資質向上について 

⑥附属学校での教員研修機能の在り方について 

⑦他の附属学校との連携について 

⑧サテライト教室及び遠隔授業システムの活用、他地域とのネットワーク化について 

  

これらの事項については、その多くが第３期中期目標において実施する業務として定められて

いるものや有識者会議報告書において指摘されている内容と関連するものが多く、並行して検

討、推進している。その対応状況の事例は以下のとおりである。 

〇 「附属学校での教育実習の在り方」に関しては、中期計画 15 として、「学生の実践的指導

力を確実に育成するため、次の教育実習改革を行う。平成 28 年度入学生より、２年次の基礎

実習においては附属学校教員とのティーム・ティーチングによる授業の実施に転換する。また、

３年次の教育実習において１単位時間すべてを実習生に任せる方式から、附属学校教員ととも

に一体となって指導する方式に改め、実習の不安感を払拭するとともに、適時に適切な対応を

行い得る実習に変え、実習生に自信を得させるようにする。」ことを目標として、検討・改善

を行っている。 

〇 「附属学校での教育研究の在り方」に関しては、中期計画 16 として．「大学が策定する附

属学校の研究方針の下に、福岡地区の附属学校ではグローバル化対応、インクルーシブ教育及

び小学校カリキュラム開発、小倉地区の附属学校では小中一貫教育の推進、久留米地区の附属

学校では ICT 活用の教育推進に重点を置いた先導的モデルとなる教育研究活動を行うととも

に、その成果を大学の教員養成教育に還元する。」ことを目標として、計画的に実施をしてい

る。 
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〇 「附属学校の管理運営」に関しては、有識者会議報告書の指摘事項である校長の常勤化の検

討と併せて、どのような者を校長として配置するかということを役員にて検討している。 

〇 「附属学校の教職員の業務等の適正化」に関しては、有識者会議報告書の指摘事項である教

員の働き方改革のモデル提示の検討と併せて、P18 評価項目２の評価基準１（３）で示したよ

うに取組を行っている。 

しかしながら、附属学校及び附属学校教員が果たすべき業務は、教育実習の改革や大学教員

の研修活用等、増加する一方であり、今後より一層業務の効率化・合理化を推進する必要があ

る。 

 

◎地域連絡協議会において寄せられた意見等の一例 

 

 

 

 

【福岡地区】意見等（平成 28年度第１回、平成 29年度第１回） 

・ 従来の中堅層を指導主事等へと育てるのが主流という形から、若年層教員の育成について

も検討いただきたい。それにより、交流の幅が広がる。 

・ DVD を配布するなどして、附属学校がどういった教育研究を行っているか、もっと積極的

に発信する必要がある。 

・ 入試で優秀な生徒だけを集めているだけでは「地域のモデル校」にはなりえない。 

【意見への対応状況等】 

・ 大学側では、福岡県内の公立学校教員の年齢構成を考慮して、特段年齢層は重視せず、柔

軟に対応することを言及している。 

・ 附属福岡小学校にて、福岡教育事務所と連携の上、初任者等の若手教員に視聴させる授業

実践ビデオとして平成 30 年度の授業づくりセミナー等をビデオ撮影し、教材として提供す

ることとしている。 

・ 入学者選考の方法については、今後検討を行う予定である。 

【小倉地区】意見等（平成 28年度第１回、平成 29年度第１回） 

・ それぞれの自治体の内部で教員数が不足しており、現状の附属学校との人事交流のあり方

では継続が難しい。福岡教育大学で教員を採用し、相互に人事交流が行えるような体制を是

非とも検討してほしい。 

・ 長期派遣研修員の中間報告会のあり方を検討し、開催時期の見直しや内容をもう少しコン

パクトなものにする等により、研修の実を取るというやり方に変えていくことが必要だと思

う。 

【意見への対応状況等】 

・ 現状では、本学独自で附属学校教員を採用することは困難である旨の見解を示している。 

・ 長期派遣研修員については、研修の実施主体である福岡県教育委員会と調整を行う旨を確

認した。 
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２ 優れた点 

 特になし。 

 

３ 改善を要する点 

 特になし。 
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《必要な資料・データ等》 

資料２－３－Ａ：長期派遣研修員受け入れ状況 

 

別添資料２－３－１：平成 30 年度国立大学法人福岡教育大学附属学校における教員人事の方針 

別添資料２－３－２：福岡地区附属学校地域連絡協議会申し合わせ 

 

（基準の達成状況についての自己評価：Ａ…十分に達成している。（優れた、あるいは充実した

取組、活動となっている。）） 

 附属学校の教員人事ならびに教員研修ついては、大学、附属学校、関係する教育委員会との緊

密な連携体制の下、それぞれの現状や課題を相互で理解し、三者にとって有益な運営が行われて

いる。 

 

２ 優れた点 

○ 長期派遣研修員制度については、研修実施元の福岡県、福岡市及び北九州市教育委員会と本

学が協力の下、公立学校に勤務する教員が１年間という長期にわたり研修を行い、自己の専門

領域教員としての資質及び専門性の向上に資するものとして定着しており、地域連絡協議会に

おいても一部見直しの要望はあるものの、今後も継続して実施していきたいとの意見が大勢で

ある。本学附属学校にとっても、長期派遣研修を経験した教員が、後に本学に幹部教員として

勤務するケース（平成 29 年度 108人中、36人）もあり、附属学校運営の一助となっている。 

 

３ 改善を要する点 

  特になし。 
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評価基準４ 大学との連携 

○ 附属学校における教育研究及び教育実習の在り方が大学との緊密な連携の下に進められ、そ

の成果が大学の教員養成カリキュラム等に反映されるとともに、附属学校を活用した大学教員

研修の在り方について体制が整備され、機能している。 

 

１ 分析 

［基準に係る状況］ 

（１）附属学校部長の統括による円滑な大学との連携 

本学附属学校の適正かつ円滑な管理運営を図ることを目的として附属学校部を置き、学長が任

命する附属学校部長が附属学校の管理・運営の総括する体制をとることにより、大学と緊密な連

携下で役員の意向を反映した管理・運営が可能となっている。 

 また、附属学校相互間の連絡調整に当たるため置かれた附属学校運営会議及び附属学校の運営

に関する事項を審議するため置かれた附属学校運営委員会においても、委員長を附属学校部長と

することを定め、大学が定めた方針の下での緊密に連携した附属学校の管理・運営に努めている。 

 

福岡教育大学教育学部と附属学校が、幼児、児童又は生徒の教育又は保育に関する理論的研究、

実験及び実証のための共同研究を行い、研究成果を発表するため「教育学部・附属学校共同研究

部」を置き、その下に幼児教育、初等教育、中等教育、特別支援教育、養護教諭、栄養教諭の各

部会を設置している。 

 そのうち中等教育研究部会では、３年ごとに「福岡教育大学・三附属中学校共同研究」を実施

しており公開授業及び研究発表・協議会を開催するとともに、研究紀要を発行して研究成果の発

信をしている。 

 なお、大学教員と附属学校における授業実践研究については、別添資料のように実施している

（別添資料２－４－１）。 

 

（２）研究成果のカリキュラムへの反映 

現在、各附属学校においては、平成 28年 10月 20 日付けで附属学校部で制定した｢国立大学法

人福岡教育大学附属学校研究方針｣（別添資料２－１－３）を基に、第３期中に行う研究のマス

タープランを定めて、計画的に研究を実施している。当該研究をはじめとした研究成果を大学の

教員養成カリキュラムに反映させることについては、平成 30 年度年度計画として定めており、

附属学校運営委員会とカリキュラム委員会が連携の上、研究成果の教員育成指標への還元の方策

を検討した後、関連する授業科目を担当している大学教員を抽出し、来年度以降の授業計画に向

けて検討を依頼することを予定している。 

 

（３）学校現場で指導経験のある大学教員の育成 

 本学のミッションの再定義として定められている｢実践的指導力の育成・強化を図るため、現

在約 20％の学校現場での指導経験のある大学教員を第３期中期目標期間末までに 30％を確保す

るとともに、併せてすべての教員が実務を経験したり、教育行政に関与するなど学校現場に通じ

た大学教員となるよう第２期中期目標期間に改革を行う。｣との項目を達成するために、平成 28

年３月 28 日付けで｢福岡教育大学実地指導・実務経験研修の実施に関する要項｣を定め、平成 29




